権利能力・意思能力・行為能力

１ 権利能力・意思能力／問題編（４問） 同／解答解説編
２ 行為能力［成年被後見人］／問題編（３問） 同／解答解説編
３ 行為能力［未成年者］／問題編（７問） 同／解答解説編
４ 行為能力［被保佐人］／問題編（４問） 同／解答解説編
５ 行為能力［被補助人］／問題編（１問） 同／解答解説編
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 権利能力・意思能力／問題編
【問１】
Ａが，自己の所有地を売却する場合，買主である団体Ｂが，法律の規定に基づかずに成立し
た権利能力を有しない任意の団体であったときには，ＢがＡとの間で売買契約を締結しても，
当該土地の所有権はＢに帰属しない。
（17-1-3）
【問２】
自己所有の土地を売却するＡとの売買契約において，買主Ｂが，意思無能力者であった場合，
Ｂは，Ａとの間で締結した売買契約を取り消せば，この契約を無効にできる。
（17-1-2）
【問３】
意思能力を欠いている者が土地を売却する意思表示を行った場合，その親族がその意思表示
を取り消せば，取消しの時点から将来に向かって無効となる。
（15-1-1）
【問４】
Ａ所有の甲土地についてのＡＢ間の売買契約が，Ａが泥酔して意思無能力である間になされ
たものである場合，Ａは，酔いから覚めて売買契約を追認するまではいつでも売買契約を取り
消すことができ，追認を拒絶すれば，その時点から売買契約は無効となる。
（19-1-4）
＊＊＊ １ 権利能力・意思能力／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［権利能力のない団体］
権利能力というのは，権利義務の当事者・主体となることのできる法律上の資格・地位をい
いますから，「権利能力を有しない」団体Ｂは，そもそも権利義務の主体となることができま
せん。
つまり，はじめから所有者となったり債権者・債務者になることができないわけですから，
ＢがＡとの間で売買契約を締結しても，当該土地の所有権がＢに帰属することは法律上ありえ
ないのです。
権利能力を有しない団体Ｂの不動産については，Ｂを権利者とする登記をしたり，Ｂ代表者
の肩書きを付けた代表者個人名義の登記をすることは許されず，結局，個人名義で登記するか，
団体構成員全員の共有名義で登記するしかないのです。
【問２】× ［意思無能力者の意思表示］
意思無能力者Ｂの締結した売買契約は，取り消さなくても，はじめから無効です。「取り消せ
ば，無効にできる」のではありません。
意思能力というのは，意思表示をする能力，つまり自分の行為の結果を判断できる能力のこ
とで，人が具体的に権利を取得し義務を負担するのは，その意思表示が十分な判断能力，正常
な意思能力に基づくからなのです。
しかし，たとえば，酒に泥酔した状態の意思無能力者は，この判断能力がゼロの状態にあり
ますから，その意思表示は正常な判断能力に基づくものとはいえず，したがって，法律上の効
果を与える（有効とする）ことはできないのです。
民法では，この意思能力のことを「事理を弁識する能力」（民法７条，11条，15条）といって
います。
【問３】× ［意思無能力者の意思表示］
意思能力を欠いている者（意思無能力者）の行った意思表示は，はじめから無効，要するに
何もしなくても無効で，法律上何の効力も強制力も発生しません。
無効とするために，わざわざ「取り消す」必要はないのです。
したがって，「その意思表示を取り消せば，取消しの時点から将来に向かって無効となる」
という記述は誤りなのです。
【問４】× ［意思無能力者の意思表示］
意思無能力の状態でなされた契約は，はじめから無効で，そもそも「追認」という問題の生
じる余地はありません。
「追認を拒絶」するまでもなく，この売買契約は，何もしなくても当然に無効なのです。
□■ ２ 行為能力［成年被後見人］／問題編
【問５】
成年被後見人が，成年後見人の事前の同意を得て土地を売却する意思表示を行った場合，成
年後見人は，その意思表示を取り消すことができる。
（15-1-3）
【問６】
成年被後見人が行った法律行為は，事理を弁識する能力がある状態で行われたものであっても，
取り消すことができる。ただし，日用品の購入その他日常生活に関する行為については，この限り
ではない。
（20-1-1）
【問７】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，Ｂから善意無過失のＣへと売り渡され，移転登記もなされてい
る。このとき，Ａが成年被後見人の場合，Ａは，契約の際完全な意思能力を有していても，Ａ
Ｂ間の契約を取り消し，Ｃに対して所有権を主張することができる。
（2-4-1）
＊＊＊ ２ 行為能力［成年被後見人］／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問５】○ ［成年被後見人の行為能力］
成年被後見人の意思表示は，たとえ「成年後見人の事前の同意を得て」いても，常に取り消
すことができます。
成年被後見人は，日常的に意思表示をする能力を欠く状態にあるため，事前に同意を与えて
単独で行為をさせること自体，そもそも本人保護の点からいって危険なのです。
ただし，日用品の購入など日常生活に関するものについては，例外的に自分１人の判断で，
つまり単独ですることができます。
【問６】○ ［成年被後見人の行為能力］
記述のとおりです。
精神上の障害により事理を弁識する能力（意思能力）を欠く常況にある者（成年被後見人）の
法律行為は，常に取り消すことができます。
その行為のときに意思能力があったかどうかは問題ではなく，成年被後見人であるという理
由だけで取り消すことができるのです。
ただし，日用品の購入その他日常生活に関する行為については，単独ですることができ，成
年被後見人を理由に取り消すことはできません。
日常生活をする分には，意思能力がある状態であれば有効としても，本人の利益を害するこ
とはないからです。
【問７】○ ［取消しと善意の第三者］
成年被後見人Ａは，たとえ「契約の際完全な意思能力を有していても」，ＡＢ間の契約を
「取り消し」，善意無過失の第三者Ｃに対して所有権を主張することができます。
制限行為能力制度は，日常的に判断能力が十分でない制限行為能力者を保護するために，契
約をする際の意思能力の有無をいちいち問題とせずに，いいかえれば，契約の時に「完全な意
思能力」があってもなくても，ただ単に制限行為能力者であるという理由だけで，一律に契約
の取消権を与えて，その拘束から解放するようにした制度なのです。
この保護は絶対的であって，ＡＢ間の契約がＡの制限行為能力に基づくものであることを知
らない善意無過失の第三者Ｃに対しても（Ｃが登記を備えていても），その取消しを主張できる
のです。
□■ ３ 行為能力［未成年者］／問題編
【問８】
未成年者が土地を売却する意思表示を行った場合，その未成年者が婚姻をしていても，親権
者が当該意思表示を取り消せば，意思表示の時点にさかのぼって無効となる。
（15-1-2）
【問９】
未成年者は，婚姻をしているときであっても，その法定代理人の同意を得ずに行った法律行
為は，取り消すことができる。ただし，単に権利を得，又は義務を免れる法律行為については，
この限りではない。
（20-1-2）
【問10】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，ＢからＣへと売り渡され，移転登記も完了している。この場合，
Ａは，Ｂに土地を売ったとき未成年者で，かつ，法定代理人の同意を得ていなかったので，そ
の売買契約を取り消した場合，そのことを善意のＣに対し対抗することができない。
（1-3-2）
【問11】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，Ｂから善意無過失のＣへと売り渡され，移転登記もなされてい
る。このとき，Ａが未成年者の場合，Ａは，法定代理人の同意を得ずに契約をしていても，成
年に達すれば，ＡＢ間の契約を取り消すことができなくなる。
（2-4-2）
【問12】
自己所有の土地を売却するＡとの売買契約において，買主Ｂが婚姻している未成年者であり，
婚姻がＢの父母の一方の同意を得られないままになされたものである場合，Ｂは未成年者であ
ることを理由に当該売買契約を取り消すことができる。
（17-1-4）
【問13】
Ａ所有の不動産につき，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が締結されたが，Ａは未成年者
であり，法定代理人Ｃの同意を事前に得ていなかった。この場合，Ａが「自分は成年者であ
る」と偽ってＢとの契約を締結したときは，Ａはこれを取り消すことができない。
（60-9-3）
【問14】
Ａ所有の不動産につき，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が締結されたが，Ａは未成年者
であり，法定代理人Ｃの同意を事前に得ていなかった。この場合，Ｂは，Ｃに対し，１ヵ月以
上の期間内にＡの行為を追認するか否かを確答すべきことを催告することができ，当該期間内
にＣが確答をしなかったときは，ＣはＡの行為を取り消したものとみなされる。
（60-9-2）
＊＊＊ ３ 行為能力［未成年者］／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問８】× ［未成年者──婚姻による成年擬制］
未成年者も婚姻をすれば，成年に達したものとみなされ，以後，行為能力者として扱われま
す。これを成年擬制といい，これにより未成年者は，自分１人の単独意思で法律行為をするこ
とができます。
つまり，婚姻した未成年者が単独で行った意思表示（契約）も完全に有効であって，親権者
（法定代理人）の同意がないことを理由に，その意思表示を取り消すことはできません。
未成年者も婚姻すれば，法律的・経済的に独立させることが適切だと考えられているのです。
なお，未成年中に離婚しても，成年擬制は変わりません。
【問９】× ［未成年者──婚姻による成年擬制］
未成年者は婚姻をすれば，成年に達したものとみなされ，行為能力者とされます。したがっ
て，法定代理人の同意を得ずに行った法律行為でも，取り消すことはできません。
【問10】× ［取消しと善意の第三者］
Ｂに土地を売ったとき未成年者であったＡは，「法定代理人の同意を得ていなかった」ので
すから，その売買契約を取り消すことができます。
そして制限行為能力者の保護は絶対的ですから，この取消しは，Ａが未成年者であることを
知らなかった善意の第三者Ｃに対しても対抗することができるのです。
【問11】× ［取消権の消滅時効］
「法定代理人の同意を得ずに」契約をした未成年者Ａが成年に達したとしても，それだけで
「契約を取り消すことができなくなる」わけではありません。
契約の取消権は，①追認できる時から５年間行使しないとき，または，②契約の時から20年
間を経過したときに時効消滅します。
未成年者Ａが追認できる時は，成年に達した時以後ですから，この時から５年間取り消さな
いことによって取消権が消滅し，契約ははじめから有効であったものとみなされるのです。
【問12】× ［未成年者の婚姻──父母の一方の同意］
未成年者の婚姻は，父母の同意を必要としますが，その同意は父母の一方だけで足ります。
したがって，未成年者Ｂの婚姻が「父母の一方の同意を得られないまま」であっても，Ｂは
婚姻によって成年に達したものとみなされ，行為能力者として扱われます。

Ｂは，「未成年者であることを理由に」契約を取り消すことはできないのです。
【問13】○ ［制限行為能力者の詐術――取消権の消滅］
未成年者Ａが身分証明書を偽造するなどして，「自分は成年者である」と偽って，あたかも
行為能力者であるかのように相手方Ｂを誤信させた場合，Ａは，もはや契約を取り消すことは
できず（取消権の消滅），契約は有効なものとして確定します。
詐術を用いて取引の相手方を欺くような制限行為能力者を保護する必要はありません。むし
ろ，行為能力者だと信じて契約した相手方を保護する必要があるのです。
【問14】× ［相手方の催告に確答しなかった場合］
相手方Ｂの催告に対して，法定代理人Ｃが「確答をしなかった」場合には，ＣはＡの行為を
追認したものとみなされます。「取り消したものとみなされる」のではありません。
未成年者側が，１ヵ月以上の考慮期間が与えられたにもかかわらず，確答を放置した場合に
は，契約をそのまま存続させることとして，相手方Ｂを保護したのです。
なお「追認」というのは，取り消すことができる行為を確定的に有効とする意思表示です。
□■ ４ 行為能力［被保佐人］／問題編
【問15】
被保佐人が保佐人の事前の同意を得て土地を売却する意思表示を行った場合，保佐人は，当
該意思表示を取り消すことができる。
（15-1-4）
【問16】
自己所有の土地を売却するＡの売買契約において，買主Ｂが被保佐人であり，保佐人の同意
を得ずにＡとの間で売買契約を締結した場合，当該売買契約は当初から無効である。
（17-1-1）
【問17】
Ａは，「近く新幹線が開通し，別荘地として最適である」旨のＢの虚偽の説明を信じて，Ｂ
の所有する原野（時価20万円）を，別荘地として2,000万円で購入する契約を締結した。この
場合，Ａが被保佐人であり，保佐人Ｃの同意を得ずに当該契約を締結したときは，Ｃは，当該
契約の締結にはＣの同意がないとして，その無効を主張することができる。
（6-2-4）
【問18】
被保佐人が，保佐人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を得ないでした土地の売却は，
被保佐人が行為能力者であることを相手方に信じさせるため詐術を用いたときであっても，取
り消すことができる。
（20-1-4）
＊＊＊ ４ 行為能力［被保佐人］／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問15】× ［被保佐人の行為能力──不動産の取引行為］
被保佐人は，意思能力が著しく不十分であるため，土地を売却するなど不動産その他重要な
財産の取引行為をするには，単独ではできず，保佐人の同意（または同意に代わる家庭裁判所の
許可）が必要です。同意を得ないでした行為は，取り消すことができます。
被保佐人が，「保佐人の事前の同意を得て」土地売却の意思表示を行ったのであれば，この
意思表示は有効であり，もはや取り消すことはできません。
【問16】× ［被保佐人の行為能力──不動産の取引行為］
被保佐人が，土地の売買契約を締結するなど，不動産その他重要な財産の取引行為をする
には保佐人の同意を得なければならず，「同意を得ずに」した行為は，取り消すことができま
す。
「当初から無効」なのではありません。取り消したときに，はじめから無効とされるのです。
【問17】× ［被保佐人の行為能力──不動産の取引行為］
被保佐人Ａが，保佐人Ｃの「同意を得ずに」売買契約を締結したときは，Ｃは，当該契約の
締結にはＣの同意がないとして，その取消しを主張することができます。
「無効」を主張することができるのではありません。
【問18】× ［制限行為能力者の詐術――取消権の消滅］
被保佐人が「詐術」を用いて，あたかも行為能力者であるかのように相手方を誤信させた場
合には，もはや契約を取り消すことはできず（取消権の消滅），契約は有効なものとして確定し
ます。
詐術を用いて取引の相手方を欺くような制限行為能力者を保護する必要はなく，むしろ行為
能力者だと信じた相手方を保護する必要があるのです。
□■ ５ 行為能力［被補助人］／問題編
【問19】
精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者につき，４親等内の親族から補助
開始の審判の請求があった場合，家庭裁判所はその事実が認められるときは，本人の同意がな
いときであっても同審判をすることができる。
（20-1-3）

＊＊＊ ５ 行為能力［被補助人］／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問19】× ［補助開始の審判──本人の同意］
精神上の障害により事理を弁識する能力（意思能力）が不十分である者については，家庭裁
判所は，本人や配偶者，あるいは４親等内の親族，後見人などの請求により，補助開始の審判
をすることができます。
この場合，本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには，本人の同意がなければな
りません。
補助開始の審判は本人の行為能力を制限するものですから，本人の同意が必要なのです。
┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏┏
□■□■ ここが合格のポイント！！ □■□■
ここは大変重要な基本中の基本です。繰り返し読んで，完全にマスターしましょう。
□■ 権利能力□■
権利能力は，権利を取得したり義務を負ったりすることができる法律上の資格をいう。今日
では，すべての人（自然人）は，出生と同時に権利能力を有する。
生まれたばかりの赤ん坊でも，意識不明の重病人でも，人であれば，すべて平等にかつ無条
件に権利能力が認められるが，これを権利能力平等の原則といい，個人を尊重する近代民法の
大原則である。
権利能力を有するのは，自然人（人間）に限らず，法律により権利能力を認められた主体と
しての法人がある。
□■ 成年被後見人の行為能力□■
１ 原則成年被後見人のした法律行為（契約）は，取り消すことができる。無効となるの
ではない。また，たとえ成年後見人の事前の同意を得ていても，常に取り消すことができ
る。成年後見人の同意の有無は関係ないのだ。初心者がよく間違えるところ。
＊ 別荘の贈与（ただでもらえる）を受諾する意思表示をした場合でも，この意思表示を
取り消すことができる。
＊ 遺言等の一身専属的行為や婚姻・認知などの身分行為は，できるだけ本人の意思を尊
重すべきであるから，成年後見人が成年被後見人を代理して行うことはできない。
＊ 成年被後見人の行為の取消しは，成年後見人の同意なしに，成年被後見人が単独です
ることができる。同意なしに取り消したとしても，「取り消すことのできる取消し」と
なるのではない。
２ 例外ただし，日用品の購入その他日常生活に関する行為については，単独ですることが
でき，成年被後見人であることを理由に取り消すことはできない。
□■ 未成年者の行為能力□■
１ 原則未成年者が法律行為をするには，その法定代理人の同意を得なければならない。
同意のない法律行為は，取り消すことができる。
２ 例外ただし，単に権利を取得したり，または義務を免れる法律行為については，法定
- 15 -

代理人の同意は必要ない。未成年者が単独ですることができる。
たとえば，贈与を受けたり，債務の免除を受ける（借金を免除される）行為は未成年者
に不利益となるものではないから，自らの判断で単独でさせてもよく，法定代理人の同意
は不要なのだ。
＊ 婚姻による成年擬制──未成年者が婚姻をしたときは，これによって成年に達したも
のとみなされる。したがって，法定代理人の同意を得ないで単独でした行為でも，もは
や未成年を理由に取り消すことはできない。
＊ 債務の弁済を受けることは，既存の債権を消滅させ，債権を失うことになるため，法
定代理人の同意が必要となる。
＊ 未成年者など制限行為能力者が取消しをする場合には，法定代理人の同意は不要で，
単独ですることができる。取消しは，契約関係の拘束から制限行為能力者を解放するも
のだから，単独でできるとしても問題はないのだ。
それに，法定代理人の同意がないからといって，「取り消すことのできる取消し」を
認めると，法律関係が複雑になってしまう。
＊ 未成年者が，法定代理人の同意を得ないで行った売買契約は取り消すことができるが，
この取消しは，善意無過失の第三者にも対抗することができる。
未成年者などの制限行為能力者は，絶対的に保護されているのだ。
□■ 被保佐人の行為能力□■
１ 原則被保佐人が次に掲げる行為をするには，保佐人の同意が必要である。
同意またはこれに代わる許可を得ないでしたものは，取り消すことができる。
① 土地・建物など不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をす
るとき。
② 相続の承認・放棄，遺産分割をするとき。
③ 短期賃貸借を超える賃貸借をするとき。
短期賃貸借というのは，貸借期間が，土地の場合は５年以内，建物は３年以内の賃貸
借をいう。
被保佐人が，短期賃貸借を超える賃貸借をするときには，保佐人の同意が必要だが，
短期賃貸借の場合には，単独ですることができる。短い期間の賃貸借なら，被保佐人が
単独で行っても大きな不利益はないと考えられたのだ。保佐人の同意が必要か不要かは，
期間の長短による。
なお，利息や賃料の受領には，保佐人の同意は必要ない。
＊ 被保佐人が，債務の承認をする場合には，保佐人の同意は必要ない。
判例によると，債務の承認は，すでに存在する相手方の権利を単に認めるにすぎない
- 16 -

性質のものだから，保佐人の同意は不要としている。
ところが，時効完成後の債務の承認については，借財に準じるものとして，保佐人の
同意を必要としていることに注意。
２ 例外ただし，成年被後見人と同じく，日用品の購入その他日常生活に関する行為をする
ときには，同意は不要で，単独でできる。
□■ 被補助人の行為能力□■
補助人が特定の法律行為をするには，その補助人の同意を得なければならない。
同意またはこれに代わる許可を得ないでした行為は，取り消すことができる。
＊ 補助人の同意を必要とする被補助人の特定の法律行為は，無限定ではなく，たとえば，
①不動産その他重要な財産に関する取引行為，②短期賃貸借を超える賃貸借，③新築・
改築・増築・大修繕の請負契約など，保佐人の同意を必要とする被保佐人の行為の一部
に限られる。
＊ 家庭裁判所は，被補助人のために，特定の法律行為について補助人に代理権を付与す
る旨の審判をすることができる。
ただし，同意権の場合とは異なり，代理権付与の対象となる行為に制限はない。これ
は，保護者である補助人が，被補助人に代わって代理行為をするからだ。

□■ 目次
権利関係編──民法（民法総則）／意思表示】（問題数３３問）
１ 心裡留保／問題編（３問） 同／解答解説編
２ 虚偽表示／問題編（10問） 同／解答解説編
３ 錯誤／問題編（10問） 同／解答解説編
４ 詐欺／問題編（６問） 同／解答解説編
５ 強迫／問題編（４問） 同／解答解説編
６ よくわかる！ 民法重点講座
【出題者のねらい】
心裡留保や虚偽表示による意思表示，また錯誤や詐欺・強迫があった場合の意思表示がどのような効
力を有するのか，意思表示という民法の基本中の基本をしっかり理解しているかを知りたいのです。
具体的には，これら「問題のある意思表示」がなされたときに，その効力を認めてもいいのか，原則
はどうか，例外はどうか，第三者に対する影響はどうかについて，事例形式で理解力をきいてきます。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 心裡留保／問題編
【問１】
Ａが，Ａ所有の土地をＢに売却する契約を締結した場合に，Ａが，自分の真意ではないと認
識しながら売却の意思表示を行い，ＢがそのＡの真意を知っていたときは，Ａは，売却の意思
表示の無効を主張できる。
（10-7-3）
【問２】
Ａ所有の土地につき，ＡＢ間で売買契約を締結した場合，Ａの売渡し申込みの意思は真意で
はなく，ＢもＡの意思が真意ではないことを知っていたときは，ＡとＢとの意思は合致してい
るので，売買契約は有効である。
（16-1-1）
【問３】
Ａは，所有する甲土地を「1,000万円で売却する」という意思表示を買主Ｂに行ったが，当
該意思表示はＡの真意ではなく，Ｂもその旨を知っていた。この場合，Ｂが「1,000万円で購
入する」という意思表示をすれば，ＡＢ間の売買契約は有効に成立する。
（19-1-1）
＊＊＊ １ 心裡留保／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［心裡留保と悪意の相手方］
「自分の真意ではないと認識しながら」というのは，その意思表示が心裡留保であるという
ことです。
意思表示をする本人（表意者）が，自分の意思表示は「真意ではないと認識している」という
のが，心裡留保の最も重要なキーワードですから，ここが理解できていないと正解できません。
さて，心裡留保は原則として有効です。つまり，表示どおりの効果が生じます。
表意者本人の真意ではないのに，なぜ有効なのでしょうか。おかしくありませんか？
これは，表示を信じた相手方を保護する必要があるからです（これを取引の安全を保護するとい
います）。
後になって「実はあの意思表示は真意ではなかった」という表意者本人の主張を認めてしま
うと，相手方は，表示を信頼して取引することができなくなるのです。
ですから，表示どおりの効果が生じる（有効）としたのです。表意者の真意ではないけれど
相手方のために有効としたのです。これが原則です。
しかし例外的に，相手方Ｂが「Ａの真意を知っていたとき」（悪意のとき）には，Ｂは，Ａの
表示が真意ではないという事情を知っているわけですから，もうＢを保護する必要性はありま
せんね。
したがってこの場合には，Ａの売却するという意思表示を無効としても何の問題はないので
す。むしろ，Ａの売却の意思表示はもともと真意ではないのですから，その無効を主張するこ
とができるというわけです。
（真意ではない）表示
Ａ →→→→→→→→→→→→ Ｂ
真意←←←←←←←←←←← ①知っている（悪意） または
②注意すれば知ることができた（善意有過失）
＊ 本試験では，「心裡留保」という用語は使われずに，その意思表示は「真意ではない」とか，「売る意思がな
い」のに売買契約をしたとか，「自分の真意ではないと認識しながら」売却の意思表示を行ったというように表現
されます。こういう記述があれば，「心裡留保」です。条文の文言・字句どおりに出題されるのです。
【問２】× ［心裡留保と悪意の相手方］
ちょっと戸惑う問題ですね。
Ａの売渡し申込みの意思は「真意ではなく」とありますから，心裡留保ですね。
心裡留保は原則として有効で，そのまま売渡しの意思表示となります。
ところが，心裡留保は，相手方Ｂが，表意者Ａの真意を，①知っていたか（悪意），または，
②知らなくても一般人として普通の注意をすれば知ることができたとき（善意だが過失がある＝
善意有過失のとき）は，例外的に無効とされます。
本問では，Ｂは，Ａの売るという意思が「真意ではないことを知っていた」，つまり，売ら
ないという真意を知っていたわけですから，①の場合にあたり，Ａの売渡しの意思表示は無効
となります。
「ＡとＢとの意思は合致」していても，「Ａの意思が真意ではない」，つまりは，売らないと
いう点で一致しているわけですから，売買契約は無効なのです。
「ＡとＢとの意思は合致しているので，売買契約は有効である」というのが紛らわしいので
すね。そして，ここでハッキリ差がつくのです。
【問３】× ［心裡留保と悪意の相手方］
「当該意思表示はＡの真意ではなく，Ｂもその旨を知っていた」とありますから，心裡留保
の問題で，相手方が悪意の場合ですね。
原則として有効な心裡留保も，例外的に，相手方Ｂが，Ａの真意を「知っていた」とき（悪
意のとき）は，Ａの意思表示は無効です。
したがって，無効の意思表示に対して，Ｂが「1,000万円で購入する」という意思表示をし
ても，ＡＢ間の売買契約は効力を生じないのです（無効）。
□■ ２ 虚偽表示／問題編
【問４】
Ａ所有の甲土地についてのＡＢ間の売買契約が，ＡとＢとで意を通じた仮装のものであった
としても，Ａの売買契約の動機が債権者からの差押えを逃れるというものであることをＢが知
っていた場合には，ＡＢ間の売買契約は有効に成立する。
（19-1-2）
【問５】
Ａが，Ａ所有の土地につき，強制執行を逃れるために，実際には売り渡す意思はないのにＢ
と通謀して，Ｂとの間で売買契約の締結をしたかのように装った場合，この売買契約は無効で
ある。
（16-1-2）
【問６】
Ａが，債権者の差押えを免れるため，Ｂと通謀して，Ａ所有地をＢに仮装譲渡する契約をし
た場合，ＢがＡから所有権移転登記を受けていたときでも，Ａは，Ｂに対して，ＡＢ間の契約
の無効を主張することができる。
（12-4-1）
【問７】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，Ｂから善意無過失のＣへと売り渡され，移転登記もなされてい
る。この場合，Ａが差押えを免れるため，Ｂと通謀して登記名義をＢに移したときには，Ａは，
ＡＢ間の契約の無効を主張することはできるが，Ｃに対して所有権を主張することはできない。
（2-4-4）
【問８】
ＡとＢは，Ａ所有の土地について，所有権を移転する意思がないのに通謀して売買契約を締
結し，Ｂの名義に移転登記をした。この場合に，Ｂがこの土地にＣに対する抵当権を設定し，
その登記をしたが，ＣがＡＢ間の契約の事情を知っていたときは，Ａは，Ｃに対して抵当権設
定行為の無効を主張することができる。
（7-4-1）
【問９】
Ａが，その所有地について，債権者Ｂの差押えを免れるため，Ｃと通謀して，登記名義をＣ
に移転したところ，Ｃは，その土地をＤに譲渡した。この場合，Ｄが善意であっても，Ｄが所
有権移転の登記をしていないときは，Ａは，Ｄに対し所有権を主張することができる。
（5-3-3）
【問10】
ＡとＢは，Ａ所有の土地について，所有権を移転する意思がないのに通謀して売買契約を締
結し，Ｂの名義に移転登記をした。この場合，Ｂがこの土地をＣに売却し，所有権移転登記を
したが，ＣがＡＢ間の契約の事情を知らなかったことについて過失があるときは，Ａは，Ｃに
対してこの土地の所有権を主張することができる。
（7-4-2）
【問11】
Ａが，その所有地について，債権者Ｂの差押えを免れるため，Ｃと通謀して，登記名義をＣ
に移転したところ，Ｃは，その土地をＤに譲渡した。この場合，Ｄがその土地をＥに譲渡した
場合，Ｅは，Ｄの善意悪意にかかわらず，Ｅが善意であれば，Ａに対し所有権を主張すること
ができる。
（5-3-4）
【問12】
Ａが，債権者の差押えを免れるため，Ｂと通謀して，Ａ所有地をＢに仮装譲渡する契約をし
たが，ＤがＡからこの土地の譲渡を受けた場合には，所有権移転登記を受けていないときでも，
Ｄは，Ｂに対して，その所有権を主張することができる。
（12-4-3）
【問13】
Ａが，債権者の差押えを免れるため，Ｂと通謀して，Ａ所有地をＢに仮装譲渡する契約をし
た場合，Ｅが，ＡＢ間の契約の事情につき善意無過失で，Ｂからこの土地の譲渡を受け，所有
権移転登記を受けていない場合で，Ａがこの土地をＦに譲渡したとき，Ｅは，Ｆに対して，そ
の所有権を主張することができる。
（12-4-4）
＊＊＊ ２ 虚偽表示／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問４】× ［虚偽表示の成立］
「意を通じた仮装のもの」であるＡＢ間の売買契約は，虚偽表示によるものですから，無効
です。「ＡＢ間の売買契約は有効に成立する」ということはありません。
「債権者からの差押えを逃れる」ためにしたという虚偽表示の動機をＢが知っていても，動
機はまったく関係ないのです。
仮装譲渡＝無効／法律上の効力は何も生じない
Ａ →→→→→→→→→→ Ｂ（仮装譲受人）
【問５】○ ［虚偽表示の効果］
「実際には売り渡す意思はないのにＢと通謀」とあったら，これはもう虚偽表示のことなの
です。虚偽表示による契約は，無効です。つまり権利変動があったような外観があっても，法
律上は何の効力も生じません（無効）。
＊ 本試験では，「虚偽表示」という用語は使われずに，「相手方と通じて」とか「通謀して」と表現されます。
こういう記述があったら「虚偽表示」のことです。これは『相手方と通じてした虚偽の意思表示』という民法94条
の文言に従っているのです。「心裡留保」の場合と同じですね。
【問６】○ ［虚偽表示の効果］
「通謀」「仮装譲渡」ときたら，これはもう虚偽表示です。
ＡＢ間の仮装譲渡契約は虚偽表示ですから，無効です。ＡＢ間では何の効力も生じません。
これは，土地の所有権は初めからＡにあったということであり，たとえＢが所有権移転登記
を受けていても，この登記は真実の権利関係を反映しない虚偽の登記であって，何の効力もな
いのです。
結局，Ａは虚偽表示を理由に，ＡＢ間の契約の無効を主張して，無効登記の抹消を請求する
ことができることになります。
「ＢがＡから所有権移転登記を受けていたときでも」という問題文に惑わされないように。
【問７】○ ［虚偽表示と善意の第三者］
善意の第三者が出てきました。虚偽表示にかぎらず，意思表示の問題で重要なのは，この善
意の第三者なのです。
さて，Ａが，「Ｂと通謀して登記名義をＢに移した」というのは虚偽表示ですから，ＡはＢ
に対し，ＡＢ間の契約が無効であることを主張できます。
虚偽表示は，当事者ＡＢ間では無効ですが，第三者に対する関係ではどうでしょうか。
虚偽表示による無効は，善意の第三者に対しては主張できません。
つまり，Ａは，ＡＢ間の契約が無効であって登記名義人Ｂには所有権が移転していないとい
うことを，善意の第三者Ｃには主張できないのです。
ＡＢ間の契約の事情を全く知らない善意の第三者を保護して取引の安全を図ったのですね。
Ａは，結局のところ，Ｃの土地所有権取得を認めなくてはなりません。
【問８】○ ［虚偽表示と悪意の第三者］
「所有権を移転する意思がないのに通謀して売買契約を締結し」たのですから，虚偽表示で
すね。
虚偽表示による意思表示は無効ですが，この無効は，善意の第三者には主張できません。
いいかえれば，悪意の第三者には主張できるということです。
第三者Ｃは，ＡＢ間の契約の事情を知っていた，つまり悪意ですから，ＡはＣに対して，Ａ
Ｂ間の契約が無効であり，したがってＢに土地所有権はなく，その上の抵当権設定行為も無効
であることを主張できるのです。
第三者Ｃの権利が，所有権だろうと抵当権だろうと関係ありません。
【問９】× ［善意の第三者と登記］
民法の学習を始めたばかりの段階で，登記が出てくるとちょっと戸惑いますね。
虚偽表示による意思表示の無効は，善意の第三者には対抗できませんが，この第三者には登
記が必要か，というのがここでの問題です。
で，ここではとりあえず，第三者が善意であれば登記がなくても，Ａは，Ｄに対し所有権を
主張できない，Ｄが善意の第三者として保護されるために登記は不要なんだ，という点を押さ
えておいてください。
虚偽表示の無効をもって善意の第三者に対抗できないという趣旨は，ＡＣ間の契約は，Ｄと
の関係では有効なものとして扱うということなのです。
善意の第三者Ｄとの関係では，所有権はＡ→Ｃ→Ｄへと有効に移転しており，したがって，
Ｄは登記がなくても完全に所有権を取得できるのです。
【問10】× ［虚偽表示と善意有過失の第三者］
善意の第三者と過失の問題です。
虚偽表示による意思表示の無効は，善意の第三者には対抗できませんが，善意の第三者に過
失がある場合はどうでしょうか。
結論を先にいえば，善意の第三者は，過失があってもよく，無過失であることを要しません。
過失があっても保護されます。
ＡＢ間の契約が虚偽表示であることを知らなかった善意の第三者Ｃが，「知らなかったこと
について過失がある」場合（善意有過失）でも，Ａは，Ｃに対して所有権を主張できません。
もともと民法では，真実であるかのような権利関係の外観を信頼した第三者を保護しようと
する場合，その第三者には過失がない（無過失である）ことを要件とするのが大原則なのです。
しかし，虚偽表示の場合は，当事者が自分で真実であるかのような外観を作り出しているの
ですから，その外観どおりの責任を負わせるべきだと考えられ，その結果，第三者は善意であ
りさえすればよく，無過失までは要求されないのです。
【問11】○ ［善意の転得者］
【判例】によれば，第三者からの転得者も第三者に含まれますから，善意であれば，善意の
第三者として保護されます。
つまり，善意の転得者Ｅは，前主Ｄの善意・悪意にかかわらず，Ａに対し所有権を主張する
ことができるのです。
＊ 【判例】は，善意の第三者からの転得者が悪意の場合でも，善意の第三者が介在する以上，取引の混乱を避
けるため，悪意の転得者も，虚偽表示による無効を対抗されることはなく，保護されるとしています。
【問12】○ ［虚偽表示の当事者と第三者］
Ａからの譲受人Ｄは登記がなくても，仮装譲受人Ｂに対して所有権を主張できます。
【判例】は，虚偽表示の当事者Ａ・Ｂは，第三者Ｄの取得した権利について，その登記がな
いことを主張できないとしています。
虚偽表示による仮装譲受人Ｂは実質的には無権利者ですから，第三者Ｄに登記がないことを
主張できないのです。
＊ ここは，物権法で学習する「対抗要件（登記）」とかかわる問題です。
仮装譲渡
Ａ →→→→→→→→→→ Ｂ
↓ ＊ＢはＤに登記がないことを理由として
↓ 所有権を主張することはできない
↓
Ｄ 登記なし
＊Ｄは，仮装譲受人Ｂから譲渡を受けた第三者ではなく，
Ａからの譲受人であることに注意してください。
【問13】× ［虚偽表示と二重譲渡］
虚偽表示と対抗問題の混合問題で，物権法で学習する対抗要件（登記）の知識がないと，ち
ょっと難しい問題です。横断的な知識を問う問題で，実力差がハッキリ現れます。
仮装譲渡
Ａ →→→→→→→→→→ Ｂ
↓ ↓
↓ ↓
Ｆ →→→ 対抗関係←←←Ｅ 善意無過失／登記なし
今の段階では，「同じ不動産について，権利の取得が対立して対抗関係にある者同士では，
先に登記を備えた方が完全に権利を取得する」ということを頭に入れておいてください。
仮装譲渡人Ａから譲り受けた第三者Ｆと，仮装譲受人Ｂから譲り受けた善意無過失の第三者
Ｅとは，二重譲渡の関係に立ち，互いに対抗関係にあります。
この場合，先に登記を備えた方が優先することになっていますから，Ｅは善意無過失であっ
ても，登記がない以上，Ｆに対する関係では，所有権を主張できないのです。

□■ ３ 錯誤／問題編
【問14】
ＡがＢに対し土地の売却の意思表示をしたが，その意思表示は錯誤によるものであった。こ
の場合，錯誤が，売却の意思表示の内容の重要な部分に関するものであり，法律行為の要素の
錯誤と認められるときであっても，この売却の意思表示が無効となることはない。
（17-2-1）
【問15】
Ａが，Ａ所有の土地をＢに売却する契約を締結した場合で，Ｂに対する売却の意思表示につ
き法律行為の要素に錯誤があった場合には，Ａは売却の意思表示の無効を主張できるが，Ａに
重大な過失があったときは，無効を主張できない。
（10-7-4）
【問16】
Ａが，Ｂに住宅用地を売却した場合，Ｂが，Ａや媒介業者の説明をよく聞き，自分でもよく
調べて，これなら住宅が建てられると信じて買ったが，地下に予見できない空洞（古い防空壕）
があり，建築するためには著しく巨額の費用が必要であることが判明した。この場合，Ｂは，
売買契約は錯誤によって無効であると主張できる。
（13-2-1）
【問17】
Ａが，Ｂに住宅用地を売却した場合に，Ｂは，代金をローンで支払うと定めて契約したが，
Ｂの重大な過失によりローン融資を受けることができなくなったとき，Ｂは，錯誤による売買
契約の無効を主張することはできない。
（13-2-4）
【問18】
Ａは，「近く新幹線が開通し，別荘地として最適である」旨のＢの虚偽の説明を信じて，Ｂ
の所有する時価20万円の原野を，別荘地として2,000万円で購入する契約を締結した。この場
合，Ａは，無過失のときに限り，法律行為の要素に錯誤があるとして，その無効を主張するこ
とができる。（6-2-2）
【問19】
ＡがＢに対し土地の売却の意思表示をしたが，その意思表示は動機の錯誤によるものであっ
た。この場合，動機を当該意思表示の内容としてＡがＢに対して表示したときであっても，こ
の売却の意思表示が無効となることはない。
（17-2-2）
【問20】
Ａが，Ｂに住宅用地を売却した場合で，Ａが，今なら課税されないと信じていたが，これを
Ｂに話さないで売却した場合，後に課税されたとしても，Ａはこの売買契約が錯誤によって無
効であるとはいえない。
（13-2-3）
【問21】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，Ｂから善意無過失のＣへと売り渡され，移転登記もなされてい
る場合で，Ａが要素の錯誤により契約をした場合，Ａは，重大な過失がないときは，ＡＢ間の
契約の無効を主張し，Ｃに対して所有権を主張することができる。
（2-4-3）
【問22】
ＡがＢに対し土地の売却の意思表示をしたが，その意思表示は錯誤によるものであった。Ａ
の錯誤を理由に売却の意思表示が無効となる場合に，意思表示者であるＡがその錯誤を認めて
いないときでも，Ｂはこの売却の意思表示の無効を主張できる。
（17-2-4）
【問23】
Ａが，Ｂに住宅用地を売却した場合において，売買契約に要素の錯誤があった場合は，Ｂに
代金を貸し付けたＣは，Ｂがその錯誤を認めず，無効を主張する意思がないときでも，Ａに対
し，Ｂに代位して，無効を主張することができる。
（13-2-2）
＊＊＊ ３ 錯誤／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問14】× ［要素の錯誤］
基本問題ですね。
法律行為の要素に錯誤がある意思表示は，無効です。
Ａの「売却の意思表示の内容の重要な部分」に錯誤があり，「法律行為の要素の錯誤」と認
められるときには，売却の意思表示は無効とされます。
【問15】○ ［要素の錯誤と重過失］
これも基本問題です。
法律行為の要素に錯誤があれば，表意者Ａは，その意思表示の無効を主張できるのが原則で
す。しかし，Ａに重大な過失があるときは，その無効を主張できません。相手方の利益を犠牲
にしてまで，あまりにも不注意な表意者を保護する必要はないからです。
表意者が錯誤無効を主張するには，
① 要素の錯誤であること
② 重大な過失がないことの２つの要件が必要です。
【問16】○ ［要素の錯誤と重過失］
予見できない地下の空洞のため著しく巨額の建築費用が必要となったことは，契約の要素に
錯誤があったといえます。
また，売主「Ａや媒介業者の説明をよく聞き，自分でもよく調べ」た買主Ｂは，取引上要求
される通常の注意義務を果たしており，重大な過失があったとはいえません。
したがって，Ｂは，錯誤を理由に契約の無効を主張できます。
【問17】○ ［要素の錯誤と重過失］
「代金をローンで支払うと定めて契約した」にもかかわらず，「ローン融資を受けることが
できなくなった」場合，契約の重要な部分である代金支払方法（法律行為の要素）に錯誤があ
ったといえます。
しかし，表意者Ｂには，この点について重大な過失がありますから，錯誤による無効を主張
することはできません。
【問18】× ［表意者の過失の程度］
「無過失のときに限り」が誤りです。
無価値の原野を別荘地と錯誤したのですから，これは法律行為（契約）の要素の錯誤にあた
ります。
法律行為の要素に錯誤がある意思表示は，無効ですが，表意者Ａに重大な過失があったとき
は，その無効を主張することができません。
いいかえれば，軽過失があった場合には，無効を主張することができるのです。
表意者の重過失と軽過失を区別して，相手方の利益とのバランスを図ったのです。
＊ ちなみに，重大な過失（重過失）というのは，普通になすべき注意を著しく欠くこと，つまり，わずかな注
意さえも払わなかったことをいい，一般人として相当程度の注意義務を果たした普通の過失（軽過失）とは区別さ
れます。民法で「過失」というときは，軽過失のことで，軽過失について責任を負うというのが民法の原則です。
【問19】× ［動機の錯誤──秘められた動機と表示された動機］
錯誤が動機に関するものであっても，その動機が「意思表示の内容」として相手方に表示さ
れた場合には，売却の意思表示が無効となることがあります。
内心に秘められた動機は，本来相手方に表示されない性質のものですから（売買するときに，
いちいちその動機を相手方に話したりすることはありません），その動機に錯誤があるからとい
って無制限に無効を認めると，相手方の利益を著しく害することになります。
そこで，動機が相手方に表示され，そこに錯誤があるときに，意思表示の要素の錯誤となる
として，相手方の利益との調和を図ったのです。
【問20】○ ［動機の錯誤］
「今なら課税されない」というのは売却の動機であり，「後に課税された」のであれば，動
機に錯誤があったことになります。
動機は相手方に表示され，そこに錯誤があるときに意思表示の要素の錯誤となりますが，Ａ
が，動機を「Ｂに話さないで」（表示しないで）売却した場合には，錯誤は問題とならず，し
たがって，「売買契約が錯誤によって無効であるとはいえない」のです。
【問21】○ ［錯誤無効と善意の第三者］
表意者Ａは，「重大な過失がないとき」は，要素の錯誤を理由にＡＢ間の売買契約の無効を
主張し，善意無過失の第三者Ｃに対して土地所有権を主張することができます。
錯誤による無効は，善意無過失の第三者に対しても主張できるのです。
錯誤の場合には，虚偽表示や後で出てくる詐欺の場合のような，善意の第三者を保護する規
定はありません。
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勘違いで契約した表意者本人が気の毒だから，第三者よりも保護すべきであるという考えが
背景にあるのです。
【問22】× ［相手方の無効主張］
表意者Ａが「錯誤を認めていないとき」は，相手方Ｂから無効を主張することはできません。
【判例】は，錯誤無効を主張する利益は表意者本人にあるから，表意者自身が，意思表示の
錯誤を認めず，錯誤を理由として意思表示の無効を主張する意思がない以上，表意者は，自己
の意思表示を有効として扱う意思だから，相手方から無効を主張することは原則として許され
ない，としています。
【問23】× ［第三者の無効主張］
前問とよく似ていますね。
こちらは，錯誤による意思表示の無効を，売買契約の当事者であるＡＢ以外の第三者が主張
できるか，という問題です。
【判例】は，表意者Ｂ自身が，その意思表示に錯誤を認めず，錯誤による意思表示の無効を
主張する意思がないときは，原則として，第三者である債権者Ｃも錯誤無効の主張は許されな
い，としています。
錯誤は，何よりも表意者本人を保護する制度だからです。
□■ ４ 詐欺／問題編
【問24】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，ＢからＣへと売り渡され，移転登記も完了している。この場合，
Ａが，Ｂにだまされて土地を売ったので，その売買契約を取り消したときは，そのことを善意
のＣに対し対抗することができる。
（1-3-1）
【問25】
Ａが，Ｃの欺罔行為によって，Ａ所有の建物をＢに売却する契約をした場合に，Ａは，Ｃが
欺罔行為をしたことを，Ｂが知っているときでないと，売買契約の取消しをすることができな
い。
（14-1-1）
【問26】
Ａ所有の土地につき，Ａが，Ｃの詐欺によってＢとの間で売買契約を締結した場合，Ｃの詐
欺をＢが知っているか否かにかかわらず，Ａは売買契約を取り消すことはできない。
（16-1-3）
【問27】
Ａが，Ｃの欺罔行為によって，Ａ所有の建物をＢに売却する契約をした場合に，Ｂが当該建
物を，詐欺について善意のＤに転売して所有権移転登記を済ませても，Ａは詐欺による取消し
をして，Ｄから建物の返還を求めることができる。
（14-1-4）
【問28】
Ａが，Ｂの欺罔行為によって，Ａ所有の建物をＣに売却する契約をした場合に，Ａは，詐欺
に気が付いていたが，契約に基づき，異議をとどめることなく所有権移転登記手続をし，代金
を請求していたときには，詐欺による取消しをすることはできない。
（14-1-3）
【問29】
Ａは，「近く新幹線が開通し，別荘地として最適である」旨のＢの虚偽の説明を信じて，Ｂ
の所有する原野（時価20万円）を，別荘地として2,000万円で購入する契約を締結した。この
場合，Ａは，当該契約の締結は詐欺に基づくものであるとして，その取消しを主張することが
できるが，締結後20年を経過したときは，取り消すことができない。
（6-2-3）

＊＊＊ ４ 詐欺／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問24】× ［詐欺による取消しと善意の第三者］
基本中の基本ですね。
詐欺による意思表示は，取り消すことができますが，この取消しは，善意の第三者に対抗す
ることができません。
Ａは，Ｂの詐欺を理由に売買契約を取り消しても，その取消しを善意の第三者Ｃに対抗する
ことはできないのです。
Ａ →→→→ ←←詐欺← Ｂ
↓
取消を対抗できない↓
↓
→ Ｃ 善意の第三者
【問25】○ ［第三者の詐欺]

売買契約の当事者ＡＢ以外の第三者Ｃによる詐欺，いわゆる第三者の詐欺の問題です。
Ａは，契約の相手方Ｂに欺された（これが通常の詐欺です）のではなく，契約とは関係のない
第三者に欺されたのです。
この場合，第三者Ｃに欺罔されたＡは，Ｃの欺罔行為を，相手方Ｂが「知っている」悪意の
ときに限って，契約を取り消すことができます。
これは，相手方ＢがＣの詐欺を知っているときは，要するにＣの欺罔行為を利用しているわ
けですから，あたかもＢ自身がＡを欺したのと同じといえるからなのです。
Ａ →→→→←←←← Ｂ
↑ ＊Ｃの詐欺を知っている（悪意）
↑ 詐欺（欺罔行為）
↑
Ｃ 第三者
【問26】× ［第三者の詐欺］
前問と同じですね。
Ｃの詐欺をＢが「知っているか否かにかかわらず」が誤りです。
Ａは，第三者Ｃの詐欺によって相手方Ｂと契約をしています。第三者Ｃの詐欺によって契約
をした場合には，相手方Ｂが，Ｃの詐欺を知っている悪意のときに限って，Ａは，その契約を
取り消すことができます。
相手方Ｂが，Ｃの詐欺を知らない善意のときには，Ａは，契約を取り消すことはできません。
【問27】× ［詐欺による取消しと善意の第三者］
第三者による詐欺であっても，詐欺を理由とする取消しは，善意の第三者には対抗できませ
ん。
Ａは，所有権移転登記を済ませた善意の第三者Ｄの所有権取得を認めなければならず，建物
の返還を求めることはできないのです。
【問28】○ ［法定追認］
「詐欺に気が付いていた」Ａが，詐欺を理由に取り消すことができるにもかかわらず，異議
をとどめることなく登記手続をし，代金を請求した場合，Ａの追認があったものとして，もは
や詐欺による取消しはできなくなります。
詐欺や制限行為能力などを理由に取り消すことができる契約（意思表示）について，
① 全部または一部の履行（登記手続や引渡しなど），あるいは，
② 履行の請求（代金請求や引渡請求など）のように，追認（有効なものとして認める意思表示）
と同視できるような一定の事実があるときは，追認の意思表示がなくても，原則として，その
契約を追認したものとみなされ，以後取り消すことができなくなるのです。
これを法定追認といいます。
なお本問は，第三者による詐欺ですが，とくにそのことが問題となることはありません。
【問29】○ ［取消権の消滅時効］
詐欺による取消しも，永久に取り消せるわけではありません。
契約「締結後20年を経過したとき」は，時効により取消権は消滅し，もはや取り消すことは
できなくなります。
取消権は，①追認できる時から５年間行使しないとき，または，②契約締結の時から20年間
を経過したときは，時効消滅するのです。
時間の経過によって，法律関係を確定する趣旨なのです。
□■ ５ 強迫／問題編
【問30】
Ａ所有の土地が，ＡからＢ，ＢからＣへと売り渡され，移転登記も完了している。この場合
に，Ａは，Ｂに強迫されて土地を売ったので，その売買契約を取り消したときは，そのことを
善意のＣに対し対抗することができる。
（1-3-4）
【問31】
Ａが，Ａ所有の土地をＢに売却する契約を締結した場合，Ｂに対する売却の意思表示がＢの
強迫によって行われたときは，Ａは，この意思表示を取り消すことができるが，その取消しを
もって，Ｂからその取消し前に当該土地を買い受けた善意のＣには対抗できない。
（10-7-2）
【問32】
Ａ所有の土地につき，Ａが，Ｃの強迫によってＢとの間で売買契約を締結した場合，Ｃの強
迫をＢが知らなければ，Ａは売買契約を取り消すことができない。
（16-1-4）
【問33】
Ａ所有の甲土地について，Ａが第三者Ｃの強迫によりＢとの間で売買契約を締結した場合，
Ｂがその強迫の事実を知っていたか否かにかかわらず，ＡはＡＢ間の売買契約に関する意思表
示を取り消すことができる。
（19-1-3）
＊＊＊ ５ 強迫／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問30】○ ［強迫による取消しと善意の第三者］
強迫による意思表示は，取り消すことができます。そして，この取消しは善意の第三者にも
対抗できます。
Ａが，Ｂの強迫を理由に契約を取り消した場合，その取消しは，善意の第三者Ｃに対抗でき
るのです。
Ａ →→→→ ←←強迫← Ｂ
↓
取消しを対抗できる↓
↓
→ Ｃ 善意の第三者
【問31】× ［強迫による取消しと善意の第三者］
土地が，Ａ→Ｂ→Ｃと売却された後，Ａが，Ｂの強迫を理由に売却の意思表示を取り消した
場合，この取消しは，取消し前の善意の第三者Ｃにも対抗できます。
詐欺の場合には，詐欺による取消しを善意の第三者には対抗できないのですが，これは欺さ
れた本人にも落度がありますから，本人よりも善意の第三者を保護すべきだと考えられ，取消
しを制限したのです。
これに対し，強迫の場合は，強迫された本人に落度はありませんから，善意の第三者よりも
本人を保護すべきであると考えられ，したがって，善意の第三者にも取消しを対抗できるとし
たのです。第三者が善意であっても，本人を優先して保護したのですね。
【問32】× ［第三者の強迫］
Ａが，第三者Ｃの強迫によってＢと契約を締結した場合，Ａは，相手方Ｂが，Ｃの強迫を知
っていても知らなくても（Ｂの善意・悪意に関係なく），常に契約を取り消すことができます。
第三者による強迫の場合でも，強迫された本人Ａに責めるべき落ち度はありませんから，第三
者による詐欺の場合のような，「相手方がその事実を知っていたときに限り」その意思表示を
取り消すことができるというような制限はないのです。
Ａ →→→契約←←← Ｂ
↑ ＊Ｃの強迫を知っている（悪意）
↑ 強迫Ｃの強迫を知らない（善意）
↑
Ｃ 第三者
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【問33】○ ［第三者の強迫］
Ａは，第三者の強迫によって買主Ｂと売買契約をしています。
この場合，Ａは，相手方Ｂが，「Ｃの強迫の事実を知っていたか否かにかかわらず」，つま
りＢの善意・悪意に関係なく，常にＣの強迫を理由に契約を取り消すことができます。
□■□■□■ ６ よくわかる！ 民法重点講座□■□■□■
ここは大変重要な基本中の基本です。繰り返し読んで，完全にマスターしましょう。
□■ 心裡留保□■ 嘘つきは保護されない
１ 意味
心裡留保（しんりりゅうほ）というのは，簡単にいえば，「嘘を言う・冗談を言う」ことです。
意思表示をする表意者が，自分の真意ではないと知りながらする意思表示で，真意は，「心の
裡（うち）に留保」（心裡留保）して，真意とは「別なことを表示する」という意味です。
難しい用語ですが，内容は簡単です。
どういうことかといえば，冗談で言ったつもりが，相手には本気にとられてしまった，たと
えば，Ａが「売る意思もない」のに「売ろう」と言ったところ，Ｂがそれを信じて「買う」と
言って売買代金を用意した場合などです。
「売る意思はない」というのがＡの真意ですから，「売ろう」という表示は真意ではない，
つまり嘘なのです。
こういう意思表示をＢが承諾したら，売買契約は成立するのでしょうか。
Ａは「売る意思はない」のだから，売却の意思表示は無効のような気がしませんか。「私は
売るつもりで言ったのではない，あれは冗談だから効力がない，無効だ。あなたが承諾しても
契約は成立しない……」という言い分を認めるべきでしょうか。
それとも，「前々からなんとか手に入れたいと思っていた。売ろうと言うから，買ったんだ，
契約は有効だ。だから，代金も工面してきたんだ……」というＢの言い分を認めるべきでしょ
うか。
民法は，有効としました。つまり，Ａの真意を問題としないで，Ａの「売ろう」という表示
を信じた相手方Ｂを保護したのです。真意ではないのに有効とされるという点に注意してくださ
い。
考えてもみてください。契約が成立した後に，都合が悪くなれば「あれは冗談だった」とい
う主張を認めて無効としたのでは，契約社会は成り立ちませんからね。
学者はこれを，「嘘つきを保護する必要なし」といいます。
民法が意思表示の最初の規定に「心裡留保」を置いているのは，ちゃんと理由があるのです。
２ 心裡留保の効果──原則（有効）
表意者が，自分の真意ではないと知って行った意思表示（心裡留保）は有効で，表示どおりの
効果が生じます。
「売ろう」という表示は有効ですから，「買う」と承諾して締結した売買契約も有効となり
ます。
３ 心裡留保の効果──例外（無効）
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ただし，相手方が，表意者の「売る意思はない」という真意を，①知っていたとき（悪意の
とき）や，②不注意によりその真意を知らなかったとき（善意だが過失がある＝善意有過失のとき）
には例外として，Ａの意思表示は無効とされます。表示どおりの効果は生じないで，真意どお
りとなります。
「売る意思はない」というＡの真意を，Ｂが「知っている」のであれば，あるいは，Ｂが「不
注意で知らなかった」のであれば，Ｂを保護する必要はなく，取引の安全を害することはない
からです。
この場合は，Ａの「売る」という表示は無効とされますから，Ｂが「買う」と表示しても，
結局，売買契約は無効となります。
＊ ちなみに，「知っていた」ということを悪意，「知らなかった」ということを善意，そして「知らなかったけ
れども，それは不注意だった，過失があった，もう少し注意すれば知ることができた」ということを「善意だが
過失がある＝善意有過失」といいます。
「善意」「悪意」「善意有過失」に応じて，民法は，まったく違った扱いをしますから，非常な注意が必要で，
重要なところでもあります。
簡単に言えば，「悪意」は保護する必要なし，「善意」は保護すべし，というのが民法の基本的な立場です。
過失については，その場その場で違います。
４ 第三者との関係
例外的に，心裡留保による意思表示が無効とされる場合，善意の第三者に対してもこの無効
を主張できるでしょうか。
取引の安全上，心裡留保による無効は，善意の第三者には対抗できません。
表意者Ａ 売る（表示）→→ ←← 相手方Ｂ （原則）Ａの意思表示は有効
売らない（真意）←←←←①知っている（悪意） （例外）Ａの意思表示は無効
②注意すれば知る
ことができた
（善意だが過失あり）
■９３条（心裡留保）
意思表示は，表意者がその真意ではないことを知ってしたときであっても，そのためにその効力を妨
げられない（有効）。
ただし，相手方が表意者の真意を知り，又は知ることができたときは，その意思表示は，無効とする。
□■ 虚偽表示□■ 意思なきところに効果なし
１ 意味
虚偽表示というのは，相手方と通謀して行った真意でない虚偽の意思表示をいいます。
典型的な例が，Ａが，債権者の差押えを免れるために，売却の意思はないのに，友人Ｂと通
謀して，Ａの所有地をＢに仮装譲渡し，登記を移転するというような場合です。
はたして，このような契約は有効なのでしょうか。
（仮装譲渡）
Ａ →→→→→→ ←←←←←← Ｂ
通謀して土地所有権をＢに移転↓
↓ 譲渡
↓
Ｃ 善意の第三者
２ 虚偽表示の効果──原則（当事者間）
相手方と通謀した虚偽の意思表示は，無効です。
売る意思も買う意思もなく，Ａ・Ｂが売買契約を締結したという場合には，初めから権利を
移動させよう，法律効果を発生させようという意思がないわけですから，これを有効として法
律上の効力を認める理由も必要もないのです。
もともと売る意思も買う意思もないのだから何の効果も生じない，要するに，表示された意
思は虚偽なんだから無効ということなんですね。
３ 虚偽表示の効果──例外（第三者に対する関係）
ところで，虚偽表示によって不動産を仮装譲渡し登記を移転するなどのように，あたかも権
利が移転したかのような外形を作り出したところに，第三者が現れて，その虚偽の外観を真実
と信じて法律関係をもったとしたら，どうなるのでしょうか。
ＡとＢが通謀して，Ａの不動産登記名義をＢに移転していたところ，Ｂが勝手に，事情を知
らない第三者Ｃに不動産を売ってしまったというような場合です（ちなみに，Ｂには横領罪など
の犯罪が成立します）。
ここは非常に重要な個所です。
この場合，民法は，虚偽表示による無効は，善意の第三者に対抗できないとして，善意の第三
者Ｃを保護しているのです。
どういうことかというと，当事者ＡＢ間で虚偽表示が無効だという効果は，虚偽の外観を信
じた善意の第三者Ｃに対しては主張できない，ということです。
善意の第三者Ｃとの関係では，ＡＢ間の契約は「有効になされた」ものとして扱われ，した
がって，不動産の所有権は，Ａ→Ｂ→Ｃに有効に移転したことになり，Ｃは完全に所有権を取
得するのです。
Ｃは完全に不動産の所有権を取得することになりますから，その結果，Ａは，たとえ登記が
ＢからＣに移転していなくても，Ｃが登記を有していないことを主張して不動産の返還を求める
ことはできなくなります。
もちろん，ＡＢ間では，虚偽表示が無効であることに変わりはありませんから，ＡはＢに対
して，不動産の返還ができなくなったことによる損害賠償を請求できることになります。
４ 善意の第三者
善意の第三者をめぐってはいろいろな問題がありますが，本試験の出題例に焦点をあてて確
認してみましょう。
① 第三者の範囲
無効を対抗できない「第三者」というのは，すべての第三者ではなく，虚偽表示の外形に
ついて「新たな利害関係を作った者」をいいます。
たとえば，仮装譲受人から「譲り受けた者」，仮装譲受人に対する「抵当権者」などが，
ここでいう第三者にあたります。
② 善意の第三者の過失──無過失でなければならないか
第三者は，善意であることについて過失があってはならない，つまり無過失であること要
するのでしょうか。
【判例】は，善意の第三者には過失があってもよい，つまり無過失であることを要しない
としています。ＡＢ間の契約が仮装譲渡であることを不注意によって知らなかったとしても，
第三者は善意でありさえすれば保護されるのです。
もともと民法では，権利関係の外観を信頼する第三者を保護しようとする場合には，その
第三者に過失がない（無過失である）ことを要件とするのが原則です。
ところが，虚偽表示の場合は，当事者が自分で「虚偽の外観を作り出している」のですか
ら，その外観どおりの責任を負わせるべきであると考えられ，したがって，第三者にはそれ
ほど厳しい条件を要求しないで，とにかく善意であればよく，無過失であることまでは要求
されないのです。
③ 善意の第三者は登記を要するか
善意の第三者が保護されるためには，登記を必要とするかという問題ですが，登記は不要
です。
Ａが，Ｂと通謀してＡの不動産を仮装売買し，Ｂに登記を移転していたところ，Ｂが勝手
に，事情を知らないＣにこの不動産を売却してしまったという例を考えてみましょう。
虚偽表示の無効は，善意の第三者には対抗できません。先に述べたように，善意の第三者
Ｃとの関係では，ＡＢ間の契約は「有効になされた」ものとして扱われます。
つまり，Ｃとの関係では，所有権は，Ａ→Ｂ→Ｃというふうに有効に移転していますから，
Ａ・Ｂは完全な無権利者になるのです。
Ｃは，Ｂから完全に所有権を取得するのですから，そもそも登記は必要ないのです。
「物権変動と登記」（物権編）の項で説明しますが，上記の場合，ＡとＣは物権変動の当事
者であって，権利関係が対立するいわゆる対抗関係の問題とはなりません。
ＡＣ間では，登記の有無が権利の帰属を決定する決め手とはならないのです。
登記（対抗要件）を学習しないとわかりにくいのですが，今の時点では，Ａとの関係では，
善意の第三者Ｃに登記は不要と理解しておいてください。
そして仮に，Ｂにまだ登記が残っている場合に，Ａがその登記を回復した後であっても，
ＣはＡに対して，登記の移転を請求することができることになるのです。
■９４条（虚偽表示）
① 相手方と通じてした虚偽の意思表示は，無効とする。
② 前項の規定による意思表示の無効は，善意の第三者に対抗することができない。

□■ 錯誤□■
１ 意味
錯誤というのは，要するに「勘違い」「思い違い」ということです。
値段や量を間違ったり，色違いがあったりと，勘違いで契約をすることは，日常生活ではし
ばしば経験するところです。
はたして，思い違い・勘違いによって「売る」「買う」，「貸す」「借りる」などの意思表示
をした場合に，その意思表示は有効なのでしょうか。それがここでの問題です。
錯誤には，人についての錯誤（人違い），物の性質・数量・価格等についての錯誤など，い
ろいろな種類・パターンがありますが，宅建試験で重要なのは要素の錯誤と動機の錯誤です。
２ 要素の錯誤
民法は，法律行為（契約）の要素に錯誤がある場合だけ，意思表示を無効としました。
法律行為要素（重要な部分) ← 錯誤⇒ 無効
軽微な部分← 錯誤⇒ 有効
法律行為の要素というのは，意思表示・法律行為の重要な部分をいい，要素の錯誤というの
は，この重要部分についてその錯誤がなかったら，本人も一般人も，その意思表示はしなかっ
ただろうと考えられるほどの錯誤をいうのです。
面積とか価格など契約の重要な部分に錯誤がある場合に，その契約を有効として本人に効力
を及ぼすのは気の毒ですから，本人保護のため無効としたのです。
ちょっとした軽微な部分について勘違いしたときまで，無効の主張を認めて表意者を保護し
たのでは，相手方や第三者は安心して取引することができませんからね。
要素という制限を設けて，表意者と相手方の利益のバランスを図ったのです。
３ 錯誤の効果──原則
法律行為の要素（重要な部分）に錯誤がある意思表示は，無効です。
４ 錯誤の効果──例外（表意者に重大な過失があるとき）
ただし，要素の錯誤であっても，表意者に重大な過失（重過失）があるとき，つまり著しく
注意を欠くときは，表意者は意思表示の無効を主張できません。
したがって，表意者が錯誤無効を主張するには，
① 要素の錯誤であること
② 重大な過失がないことの２つの要件が必要となります。
もともと錯誤の制度は，錯誤した表意者本人を保護する制度なのですが，取引の相手方を犠
牲にしてまで，あまりに不注意な重過失の表意者を保護する必要はないでしょう。
表意者が無効を主張するためには，「重過失がない」ことを要件とすることによって，相手
方の利益とのバランスをとったのです。
５ 動機の錯誤
動機の錯誤というのは，意思表示をするに至った動機とか理由に錯誤が生じることをいいま
す。
たとえば，新幹線が開通する予定地と誤信し，値上がりを期待して土地を買ったところ，開
通予定地ではなかったというような場合です。
この場合，「この土地を買う」という意思で，「この土地を買う」と表示したのですから，厳
密にいうと，意思表示に「錯誤は生じていない」のです。
しかも通常は，意思表示をするに至った動機は，内心に秘められていて表示されない場合が
多いのですから，内心の動機に錯誤があるからといっていつも無効を認めてしまうと，相手方
に大変な損害を与え，取引の安全を害することになります。
動機の錯誤を「錯誤」として問題にする余地はないように思えるのです。
ところが，実際上も判例上も問題となっているのは，圧倒的に動機の錯誤が多いのです。
この点を軽視して，すべてを「動機の錯誤にすぎない」「意思表示に錯誤は生じていない」
とするのは，あまりに不当ではないかと考えられるようになり，その結果，一つの解決策が考
え出されたのです。
つまり，動機が表示された場合には，法律行為の内容になり，したがって，「錯誤として扱う」
ことができるということにしたのです。
動機が相手方に表示されていれば，相手方の利益を不当に害することもないので，錯誤を認
めても問題はないというわけですね。
いいかえれば，相手方に示されなかった動機は，法律行為の要素の錯誤になる余地はないの
です。
上の例でいえば，契約書や交渉段階において「予定地だから買う」という動機が表示されて
いれば，実際にはそうでなかった場合に，錯誤として意思表示が無効となる余地が生じるので
す。
「動機の錯誤は，表示された場合にのみ，錯誤となりうる」。この点をシッカリ押さえてお
きましょう。
＊ なお，動機の錯誤で問題になる「動機」というのは，主として，物の性質や状態について評価を誤ったとい
う種類のものをいいます。靴をなくしたから新しいのを買うというような動機は，ここでいう動機ではありませ
んから，表示の有無に関係なく，錯誤は成立しません。
６ 無効主張の範囲──相手方・第三者の方から無効を主張できるか
少し踏み込んだ問題ですが，簡単に【判例】をみておきましょう。
① 表意者に重過失があって，表意者みずから無効を主張できないときは，相手方も第三者
も無効を主張できません。
錯誤無効の主張は，表意者保護のためですから，表意者が無効を主張できない以上，相
手方等が無効を援用するのは，制度の趣旨に反するのです。
② 表意者自身が，意思表示に何らの瑕疵も認めず，錯誤を理由として意思表示の無効を主
張する意思がないときは，相手方・第三者も無効を主張できません。
③ 表意者が錯誤を認めているときは，表意者が無効を主張する意思がなくても，相手方・
第三者は意思表示の無効を主張できます。
②と③は，かなり難しいのですが，表意者が，錯誤があることを認めているか，認めていな
いかの違いです。
こういう【判例】があるということだけ，押さえておいてください。
■９５条（錯誤）
意思表示は，法律行為の要素に錯誤があったときは，無効とする。
ただし，表意者に重大な過失があったときは，表意者は，自らその無効を主張することができない。
□■ 詐欺□■
１ 意味
詐欺というのは，人に欺されて意思表示や契約をすることです。
日夜マスコミを騒がす詐欺事件は，刑法上の詐欺罪等を構成しますが，民法では，だまされ
て契約をしたときに，その契約はどうなるのか。第三者が登場したときに，法律関係はどうな
るのか，という点が問題となります。
２ 詐欺の効果──原則
人に欺されてした意思表示（詐欺による意思表示）は，取り消すことができます。
欺されてした契約を有効とすることはできないでしょう。
３ 効果──例外（善意の第三者に対する関係）
ただし，詐欺による意思表示の取消しは，善意の第三者に対抗することができません（善意の
第三者とは，詐欺の事実を知らないで新たに取引関係に入った者をいいます）。
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これはどういうことかというと，取消しがあると，その効果として契約は初めから無効にな
るのですが，善意の第三者に対しては，取消しの効果，つまり意思表示が無効であることを主
張できないということです。
Ｂの詐欺を理由に取消し
Ａ →→→→→→→→→→→→ Ｂ
↓ ↓
↓ ↓
↓ 取消しの効果を主張できない↓
→→→→→→→→→→→→→ Ｃ 善意の第三者
Ａ→Ｂ→Ｃと土地の売買が行われ，ＡがＢの詐欺を理由として，ＡＢ間の売買契約を取り消
した場合，契約は無効となって，Ｂは初めから無権利者となります。
したがって，Ｂから権利を譲り受けた第三者Ｃは，その権利を取得することはできません。
Ｃは権利を取得したと思っていたところ，後になってＡから，「Ｂの詐欺を理由に取り消し
たから，ＡＢ間の契約は無効で，Ｂに権利は移転しておらず，私にある」ということになるの
です。
しかし，これを無制限に認めると，Ａが取消しをする前に，事情を知らないで取引関係に入
った善意の第三者Ｃは，大変困ります（これを取引の安全を害するといいます）。
そこで，以前の取引がどのような状態であったかをいちいち調べなくても，第三者Ｃが安心
して取引ができるよう，Ｃが善意であれば，Ａは取消しの効果（＝無効）を主張できないとし
て制限し，Ｃの利益（取引の安全）を保護したのです。
この結果，善意の第三者Ｃは，有効に権利を取得できることになります。
結局Ａは，Ｃから土地の返還を請求することはできず，Ｂから損害賠償を請求できるだけと
なるのです。
４ 第三者の詐欺
① 意味
第三者の詐欺というのは，契約当事者以外の第三者に欺されて，意思表示をすることです。
Ａが，第三者Ｃに欺されて，自分の土地を相手方Ｂに売ったという場合です。
Ａ →→→→←←←← Ｂ
↑ ＊Ｃの詐欺を知っている（悪意）
↑ 詐欺（欺罔行為）
↑
Ｃ 第三者
② 効果──相手方の悪意
第三者が詐欺を行った場合，相手方が悪意のときに限り，表意者はその意思表示を取り消
すことができます。
つまり，第三者Ｃに欺されたＡは，相手方Ｂがその事実を知っているとき（悪意）に限っ
て，意思表示を取り消すことができるのです。
相手方Ｂが，「ＡがＣに欺された」という詐欺の事実を知っているということは，Ｂは要
するに，Ｃの欺罔行為を利用しているわけですから，あたかもＢ自身がＡを欺したのと同視
できるからです。悪意のときに限ってという点に注意してください。
ただし，この取消しも，Ｂからの第三者が善意であるときには対抗できません。
□■ 強迫□■
１ 意味
強迫とは，人に脅されて意思表示や契約をすることです。
日常用語でいう脅迫・脅しと同じ意味で，自由な判断ができず，強制されて契約することに
なります。強迫も，不法行為や刑法上の脅迫罪等を構成しますが，民法では，強迫されて契約
をしたときに，その契約はどうなるのか。第三者が登場したときに，法律関係はどうなるのか，
という点が問題となります。
２ 強迫の効果──原則
強迫による意思表示は，取り消すことができます。
そして，この取消しは，強迫の事情を知らない善意の第三者にも対抗することができます。
強迫の場合は，強迫された本人に責めるべき落ち度はありませんから，何よりも本人を優先し
て保護すべきであると考えられているのです。
欺された本人に多少とも責めるべき落ち度がある詐欺の場合とは，異なる扱いなのです。
３ 第三者の強迫
① 意味
第三者の強迫というのは，契約当事者以外の第三者に強迫されて意思表示をすることです。
Ａが，第三者Ｃに強迫されて，自分の土地を相手方Ｂに売ったという場合です。
Ａ →→→→←←←← Ｂ
↑
↑ 強迫
↑
Ｃ 第三者
② 効果──相手方の善意・悪意
第三者の強迫により意思表示がなされた場合は，相手方が悪意のときはもちろん，たとえ
善意であっても，その意思表示を取り消すことができます。
相手方の善意・悪意に関係なく，いつでも取り消すことができるのです。
第三者の詐欺の場合に，相手方が悪意のときに限って取り消すことができるのとは異なる
ことに注意してください。
第三者に強迫されたからといって，表意者本人に責めるべき落ち度があるとはいえないで
しょう。したがって，詐欺の場合と比べて，より本人を保護すべきであると考えられたので
すね。
なお，強迫の結果（相手方による場合であれ，第三者による場合であれ），完全に意思の自由
を失った表意者の意思表示は，意思無能力者の行為として無効とされます。
③ 効果──善意の第三者
第三者が強迫を行った場合，表意者はその意思表示を取り消すことができますが，この取
消しは，善意の第三者にも対抗できます。
■９６条（詐欺，強迫）
① 詐欺又は強迫による意思表示は，取り消すことができる。
② 相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合においては，相手方がその事実を知っ
ていたときに限り，その意思表示を取り消すことができる。
③ 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは，善意の第三者に対抗することができない。
（この項終わり）__
